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四半期報告書  
 

 

１ 本書は、金融商品取引法第 27 条の 30 の 2 に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤ

ＩＮＥＴ）を利用して金融庁に提出した四半期報告書の記載事項を、紙媒体として作成

したものであります。 

２ 四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に綴じ

込んでおります。 
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(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第３四半期連結 
累計期間

第58期
第３四半期連結 
会計期間

第57期

会計期間
自 平成20年10月１日
至 平成21年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日

売上高 (千円) 17,526,583 4,954,253 20,607,769

経常利益 (千円) 2,682,090 520,407 2,799,900

四半期(当期)純利益 (千円) 1,703,477 459,312 1,457,990

純資産額 (千円) ― 38,601,334 37,738,939

総資産額 (千円) ― 44,556,138 45,078,332

１株当たり純資産額 (円) ― 1,339.10 1,301.48

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 59.00 15.93 50.27

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 86.6 83.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △919,057 ― 2,271,766

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 436,921 ― △1,814,018

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △657,919 ― △465,681

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― 4,738,802 5,880,779

従業員数 (名) ― 342 333
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数(嘱託契約の従業員、パートタイマー、人材会社からの派遣社員及

びアルバイト)は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数(嘱託契約の従業員、パートタイマー、人材会社からの派遣社員及

びアルバイト)は( )内に当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 342 (27)

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 258 (26)
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当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループは需要を予測した見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

肥料事業 1,941,588

不動産等事業 ―

化学品事業 ―

合計 1,941,588

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

肥料事業 3,397,620

不動産等事業 407,357

化学品事業 1,149,275

合計 4,954,253

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

三井物産アグロビジネス㈱ 630,966 12.7
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当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機に伴う同時不況により急激に悪

化した景気に底打ちの兆しも見えてきましたが、雇用情勢の改善には至らず、個人消費も冷え込んだま

ま厳しい局面が続いております。 

かかる状況のもと、主力の肥料事業におきましては、昨年秋以降に急落した輸入原料価格を反映し、

製品基準価格の大幅な値下げが予定される７月を前に、販売数量は大幅に減少して計画を割り込み減収

減益となりましたが、低価格の繰越在庫によるコスト削減効果もあり採算を維持できましたので、累計

では減収増益の結果となりました。 

一方、不動産等事業におきましては、経済情勢を反映して各部門とも減収を余儀なくされましたが、

化学品事業では、工業用原料の輸入販売が安定的に推移して増収増益を果たしました。 

この結果、当第３四半期連結会計期間における連結売上高は49億54百万円、営業利益は５億21百万

円、経常利益は５億20百万円、四半期純利益は４億59百万円となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの総資産は、前連結会計年度末に比べ５億22百万円

減少し445億56百万円となりました。これは主に、たな卸資産が16億59百万円、有形固定資産が２億50

百万円増加したことや、有価証券が14億７百万円、現金及び預金が11億42百万円減少したこと等による

ものであります。 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ13億84百万円減少し59億54百万円となりました。これ

は主に、支払手形及び買掛金が９億１百万円、未払法人税等が１億92百万円減少したこと等によるもの

であります。 

純資産につきましては、利益剰余金が11億24百万円、自己株式が78百万円増加したことや、その他有

価証券評価差額金が１億83百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ８億62百万円増加し

386億１百万円となりました。この結果、自己資本比率は86.6％（前連結会計年度末83.7％）となりま

した。 

利益剰余金の変動状況につきましては、四半期純利益の計上により17億３百万円増加し、配当金の支

払いにより５億78百万円減少した結果、前連結会計年度末に比べ11億24百万円増加し223億15百万円と

なりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

(2) 財政状態の分析
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当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）

は、第２四半期連結会計期間末に比べ２億18百万円減少し47億38百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、２億23百万円となりました。これ

は主に、税金等調整前四半期純利益に減価償却費を加えた資金の源泉が７億87百万円ありましたが、売

上債権及びたな卸資産の減少から仕入債務の減少を差し引いた資金の減少が42百万円、法人税等の支払

が５億２百万円あったこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、１億89百万円となりました。これ

は主に、債券等の取得による支出が23億51百万円あったことや、債券等の償還及び売却による収入が21

億95百万円あったこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、２億36百万円となりました。これ

は主に、中間配当金の支払によるものであります。 

  

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は24,350千円であります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、新たに

確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,201,735 29,201,735

東京証券取引所
(市場第二部)
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 29,201,735 29,201,735 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年４月１日から 
平成21年６月30日まで

― 29,201,735 ― 7,410,675 ― 9,100,600
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大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握して

おりません。 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載

しております。 

  

平成21年３月31日現在 

 
  

  

平成21年３月31日現在 

 
(注) 当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は375,000株、その発行済株式総数に対する所有割合は

1.28％であります。 

  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(5) 【大株主の状況】

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

363,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,414,000
28,414 ―

単元未満株式
普通株式

424,735
― ―

発行済株式総数 29,201,735 ― ―

総株主の議決権 ― 28,414 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日東エフシー株式会社

名古屋市港区いろは町
一丁目23番地

363,000 ― 363,000 1.24

計 ― 363,000 ― 363,000 1.24

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
10月 11月

 
12月

平成21年
１月 ２月 ３月 ４月

 
５月 ６月

最高(円) 480 479 481 504 471 455 485 491 520

最低(円) 365 430 457 460 416 420 432 465 486
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

(2) 退任役員

(3) 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常勤監査役 ― 監査役 ― 林 茂彦 平成21年６月19日

監査役 ― 常勤監査役 ― 井上 保夫 平成21年６月19日
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第１四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）から、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50

号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けてお

ります。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成

21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,738,802 5,881,779

受取手形及び売掛金 5,266,388 5,722,915

有価証券 1,885,898 3,293,648

商品及び製品 3,400,097 2,310,687

仕掛品 339,197 294,826

原材料及び貯蔵品 2,701,889 2,176,469

その他 656,585 370,333

貸倒引当金 △3,618 △2,390

流動資産合計 18,985,239 20,048,271

固定資産   

有形固定資産   

土地 13,696,065 13,696,065

その他（純額） 4,906,792 4,656,624

有形固定資産合計 ※  18,602,857 ※  18,352,689

無形固定資産 683,970 703,830

投資その他の資産   

投資有価証券 5,210,041 4,992,087

その他 1,091,563 996,126

貸倒引当金 △17,535 △14,673

投資その他の資産合計 6,284,070 5,973,541

固定資産合計 25,570,898 25,030,061

資産合計 44,556,138 45,078,332

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,047,001 2,948,785

未払法人税等 561,041 753,778

賞与引当金 112,920 230,306

役員賞与引当金 － 32,300

その他 1,199,136 1,082,175

流動負債合計 3,920,100 5,047,346

固定負債   

退職給付引当金 53,039 56,923

役員退職慰労引当金 192,464 213,253

負ののれん 4,449 17,797

その他 1,784,750 2,004,073

固定負債合計 2,034,703 2,292,047

負債合計 5,954,803 7,339,393
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,410,675 7,410,675

資本剰余金 9,100,822 9,101,232

利益剰余金 22,315,399 21,190,591

自己株式 △199,594 △121,065

株主資本合計 38,627,302 37,581,432

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △25,967 157,506

評価・換算差額等合計 △25,967 157,506

純資産合計 38,601,334 37,738,939

負債純資産合計 44,556,138 45,078,332
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 17,526,583

売上原価 13,476,448

売上総利益 4,050,135

販売費及び一般管理費 ※  1,643,364

営業利益 2,406,770

営業外収益  

受取利息 59,179

受取配当金 28,304

負ののれん償却額 13,348

持分法による投資利益 129,127

為替差益 32,336

その他 111,039

営業外収益合計 373,334

営業外費用  

支払利息 83

デリバティブ評価損 87,918

支払補償費 6,000

その他 4,011

営業外費用合計 98,014

経常利益 2,682,090

特別利益  

固定資産売却益 2,412

投資有価証券売却益 18,036

特別利益合計 20,448

特別損失  

固定資産売却損 56

固定資産除却損 2,035

投資有価証券売却損 4,477

その他 1,062

特別損失合計 7,630

税金等調整前四半期純利益 2,694,908

法人税、住民税及び事業税 978,966

法人税等調整額 12,464

法人税等合計 991,430

四半期純利益 1,703,477
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 4,954,253

売上原価 3,902,339

売上総利益 1,051,913

販売費及び一般管理費 ※  530,397

営業利益 521,516

営業外収益  

受取利息 22,777

受取配当金 9,875

負ののれん償却額 4,449

持分法による投資利益 34,674

その他 10,366

営業外収益合計 82,143

営業外費用  

支払利息 19

デリバティブ評価損 78,615

その他 4,616

営業外費用合計 83,252

経常利益 520,407

特別利益  

固定資産売却益 143

投資有価証券評価損戻入益 123,565

その他 18,145

特別利益合計 141,854

特別損失  

投資有価証券売却損 4,477

その他 400

特別損失合計 4,877

税金等調整前四半期純利益 657,384

法人税、住民税及び事業税 222,432

法人税等調整額 △24,360

法人税等合計 198,072

四半期純利益 459,312
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,694,908

減価償却費 384,066

負ののれん償却額 △13,348

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,090

賞与引当金の増減額（△は減少） △117,385

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32,300

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,884

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △20,788

受取利息及び受取配当金 △87,483

支払利息 83

持分法による投資損益（△は益） △129,127

投資有価証券売却損益（△は益） △13,558

売上債権の増減額（△は増加） 456,527

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,659,200

仕入債務の増減額（△は減少） △901,784

前受金の増減額（△は減少） △6,629

その他 △208,241

小計 345,945

利息及び配当金の受取額 73,061

利息の支払額 △83

法人税等の支払額 △1,337,981

営業活動によるキャッシュ・フロー △919,057

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 1,000

有価証券の取得による支出 △5,579,487

有価証券の売却による収入 7,190,334

有形固定資産の取得による支出 △620,598

有形固定資産の売却による収入 4,255

投資有価証券の取得による支出 △1,241,505

投資有価証券の売却による収入 713,135

保険積立金の積立による支出 △151,915

保険積立金の払戻による収入 150,178

その他 △28,474

投資活動によるキャッシュ・フロー 436,921

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △79,249

配当金の支払額 △578,669

財務活動によるキャッシュ・フロー △657,919

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,921

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,141,977

現金及び現金同等物の期首残高 5,880,779

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,738,802
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日 至 平成21年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変

更

 (1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総

平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）に変更しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益は、それぞれ69,087千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。

 (2)リース取引に関する会計基準の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成19年３月30日改正

の「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基

準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 企業会計基準適用指針第16号）を早期適用し、所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変

更しております。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減

価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定

する方法によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を引き続き採用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日 至 平成21年６月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更  当社の機械装置の耐用年数について、法人税法の改正を契機として資

産の利用状況等を見直した結果、第１四半期連結会計期間より改正後の

法人税法に基づく耐用年数に変更いたしました。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益は、それぞれ11,263千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月30日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額

14,284,878千円

※ 有形固定資産の減価償却累計額

13,997,111千円

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日  
 至 平成21年６月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 給与賃金 485,763千円

 賞与引当金繰入額 157,286

 役員退職慰労引当金繰入額 27,211

 退職給付費用 15,345  

 貸倒引当金繰入額 4,090  

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日  
 至 平成21年６月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 給与賃金 159,635千円

 賞与引当金繰入額 50,394

 役員退職慰労引当金繰入額 4,886

 退職給付費用 5,316  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日  
 至 平成21年６月30日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金勘定 4,738,802千円

現金及び現金同等物 4,738,802
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当第３四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日

至 平成21年６月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,201,735

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 375,469

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月14日 
取締役会

普通株式 347,962 12.00 平成20年９月30日 平成20年12月５日 利益剰余金

平成21年４月27日 
取締役会

普通株式 230,707 8.00 平成21年３月31日 平成21年６月１日 利益剰余金
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当第３四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日 至 平成21年６月30日) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分により肥料事業(化成肥料、配合肥料、ペレット肥料、液体肥

料、水耕栽培専用肥料、過りん酸石灰、肥料用原料、その他肥料)、不動産等事業(オフィスビル、ビジネス

ホテル、倉庫・店舗・駐車場の賃貸、運輸・倉庫業)及び化学品事業(工業用原材料、その他)に分類してお

ります。 

２ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は「肥料事業」が69,087千円減少しており

ます。 

３ 追加情報に記載のとおり、当社の機械装置の耐用年数について、法人税法の改正を契機として資産の利用状

況等を見直した結果、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更いたしまし

た。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は「肥料事業」が9,463千円、「不動産等事業」が

1,799千円減少しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計

期間(自 平成20年10月１日 至 平成21年６月30日) 

当社は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計

期間(自 平成20年10月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

肥料事業 
(千円)

不動産等事業
(千円)

化学品事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する売上
高

3,397,620 407,357 1,149,275 4,954,253 (―) 4,954,253

 (2)  セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 48,536 ― 48,536 (48,536) ―

計 3,397,620 455,893 1,149,275 5,002,790 (48,536) 4,954,253

営業利益 373,352 174,872 84,281 632,506 (110,989) 521,516

肥料事業 
(千円)

不動産等事業
(千円)

化学品事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する売上
高

11,699,833 1,390,782 4,435,967 17,526,583 (―) 17,526,583

 (2)  セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 152,377 ― 152,377 (152,377) ―

計 11,699,833 1,543,160 4,435,967 17,678,960 (152,377) 17,526,583

営業利益 1,841,921 648,927 268,892 2,759,741 (352,970) 2,406,770

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

平成21年４月27日開催の取締役会において、第58期（平成20年10月１日から平成21年９月30日まで）

中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額                230,707千円 

② １株当たりの金額                            ８円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年６月１日 

(注) 平成21年３月31日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払を行います。 

  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月30日)

1,339円10銭 1,301円48銭

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日  
 至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日  
 至 平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 59円00銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

１株当たり四半期純利益 15円93銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日  
 至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日  
 至 平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,703,477 459,312

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,703,477 459,312

普通株式の期中平均株式数(株) 28,873,512 28,833,517

(重要な後発事象)

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年８月６日

【会社名】 日東エフシー株式会社

【英訳名】 NITTO FC CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  渡 邉   要

【最高財務責任者の役職氏名】 該当ありません。

【本店の所在の場所】 名古屋市港区いろは町一丁目23番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

 (名古屋市中区栄三丁目８番20号)



当社代表取締役社長渡邉要は、当社の第58期第３四半期(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




